
計画策定業務委託料 5,995,000円（業務継続計画改訂委託料 2,948,000円　災害時受援計画策定委
託料 3,047,000円）

備　 考

項 2 防災費 目 1 防災費

特定財源の名称・金額 「とくしまゼロ作戦」県土強靭化推進事業費補助金 1,523,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 8 消防費

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 一般財源(e)

  うち繰越分↓
4,472,000

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

1,523,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

0
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 0
  うち繰越分↓

5,995,000

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　想定される災害の種別（新型インフルエンザ、地震、風水害）ごとに、発生状況及び被害人数等を想定
し、出勤可能職員数を基に必要となる業務継続計画（BCP：Business Continuity Plan）を発動する。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

平成26年6月に新型インフルエンザ等対策編・地震対策編を策定
平成28年8月に地震対策編を改訂
平成29年3月に風水害対策編を策定
令和5年3月に地震対策編・風水害対策編を改訂
令和5年3月に新型コロナウイルス感染症対策編を策定
令和5年3月に受援計画を策定

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

災害時における応急対策業務及び継続性の高い通常業務 対 象 者 全町民

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　ヒト、モノ、情報及びライフライン等利用できる資源に制約がある状況下において、非常時優先業務の継
続に必要な資源の確保・配分や、そのための手続き、指揮命令系統の明確化等を図ることで、適切に業
務が執行できることを目的とする。

事業継続年数 事業開始年度 平成26年度

分野別施策 ３　消防・防災体制の充実 所 属 長 三好 芳和

主な施策 ４　総合的な防災体制の確立 電話番号 82-6315

第２次
総合計画体系

政策目標 ４　安全・安心なまち 担当部署 危機管理課

根拠法令等 災害対策基本法

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 業務継続計画・受援計画策定事務 整理番号 1303-010

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


